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研究の動機:
日本における地方分権と国際における東アジア

の劇的な変化
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★現状
成熟化社会で地方のニーズは多様化
地方分権や東アジアの貿易自由化による競争の激化

=>地域インフラ（空港、港湾など）と地方(政府、住民、地元企業）
が一体化される必要がある。

=>地方住民、地元企業、地方政府の意識改革が必要であり、そ
れを促す自己責任の制度が必要。(国がすべてを指図する時代で
はない。）地方空港の多くを国がすべて整備し運営する制度の是
非を議論するべきではないか？

=>空港ガバナンスの重要性
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ガバナンスとは？
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空港のガバナンス
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日本の空港整備･運営システム
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日本の空港における財務的統治の
分析の二つの視点

Topic １：国による空港運営･整備システムの財務的、組
織的視点

特別会計の意義と正当性

Topic 2 地域の活性化としての空港統治と運営戦略の
視点

地方空港ガバナンスのあり方の視点
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空港の分析
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国による統治下にある
国営(国際拠点）空港

地方による統治下にある
地方空港

民間統治と規制による
民営空港

国際的な学術研究分野
(価格規制)

日本で着目すべき部分
(国際ハブおよび地方活性化

としての空港戦略）

時間の流れ

インセンティブスキーム
の下での利潤最大化

インセンティブスキーム
による地域厚生最大化



Topic １：整備・運営システムの財務的視点

地方が国際競争時代において空港を有効に
活用できるようなインセンティブを備えた空港

整備･運営システムが不可欠

空港整備･運営システムの抜本改革

日本の現存制度（空港整備特別会計）は、透明性に
欠ける。
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特別会計の意義と正当性について
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特別会計

一般財源、税着陸料
借入金

投資費 運営費 安全運行費
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事業仕分け(特別会計）
平成22年10月28日

• 評価結果
• 空港関連ビジネスについては、これを空港整備・運営との一
体化を、情報公開を進めつつ行っていただく。特に、空港環
境整備協会及び航空保安協会など空港関連法人の解散等
については、早期に実現を図る。今後の民営化のためにも、
空港本体のみならず関係公益法人等を一体化した会計を示
していただく。需要予測については、抜本的に見直し、天下り
団体への発注については原則として禁止するような措置を
講じられないかどうか検討していただき、需要予測について
的確なものとするよう刷新していただく。
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国土交通省成長戦略会議報告書
３．航空分野（平成２２年５月１７日）

• 空港整備勘定（旧空港整備特会）は、空港の利用者である航空会社が負担する着陸料等の空港使用料
や一般会計からの繰り入れ（いわゆる真水）を主な財源とし、国が管理する空港の整備、維持・運営を行
うとともに、地方自治体が管理する空港の整備にも補助を行ってきた。この空港整備勘定によって、結果
として利用実績が乏しい空港も含め整備を行

• い、全国で98 の空港が供用されている。
• 国も最近になって空港政策を「整備」から「運営」へとシフトさせ、平成20 年に「空港整備法」を「空港法」
と改正したところである。この際、空港を整備の財布である空港整備勘定の在り方についても必要な見
直しを行うべきであったが、実際には、空港政策のシフトが不完全な状態のままとなっている。

• また、既に整備された空港の運営の効率化の観点からも課題が多い。特に、大部分の空港において

は、航空インフラの構築・維持主体としての国や自治体等（着陸料等の航空系収入の受け
手）と空港ビル等の空港関連企業（物販、テナント料、駐車場代等の非航空系収入の受け
手）が別組織となっている（いわゆる上下分離）ことに加え、非航空系収入の受け手たる空
港関連企業へのガバナンスの仕組みが十分とは言えない状況である。そのため、非航空
系部分で十分な収益を上げ、これを原資として着陸料や施設利用料等の低廉化を図り、

利用促進につなげるという、諸外国の空港で一般的なビジネスモデルが確立されていない
。

• こうした状況を改善するため、中期的には、諸外国の空港と同様に、空港関連企業と空港
との経営一体化、民間への経営委託（コンセッション）ないし民営化を通じて、航空インフラ
の構築と維持の双方に、可能な限り「民間の知恵と資金」が投入されるような仕組みの構
築を指向すべきと考える。
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空港経営効率化のためのガバナンス構築

• 報告書続き：方向性・進め方
• 効率的なガバナンスの強化を図る観点からは、先述の通り、中期的には
、①空港関連企業と空港との経営の一体化及び、②民間への経営委託
（コンセッション）、ないし民営化を指向すべきである。

• ただし、現行の空港関連企業をベースとした一体化や民間への経営委託・民営
化では、非航空系部分も含めて、十分な民間経営ノウハウの活用が図れるとは
考えがたいケースも想定される。一方、速やかに、かつ、強制的に、上場企業も
含めた空港関連企業の廃止や差し替えを行うことは困難であり、また、公共財で
あり一定の独占性のある空港経営を、民間ベースにしていく上では、一定のトラ
イアルと透明なプロセスが必要とされる。

• このため、一部の空港を対象とした成功例作りと、現行の仕組みの中での透明
性向上・非航空系収入の実質的取入れ策、とを可能な限り同時並行的に進めて
いくことが望まれる。
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空港経営効率化のためのガバナンス構築

• 報告書続き：方向性・進め方
• 効率的なガバナンスの強化を図る観点からは、先述の通り、中期的には
、①空港関連企業と空港との経営の一体化及び、②民間への経営委託
（コンセッション）、ないし民営化を指向すべきである。

• ただし、現行の空港関連企業をベースとした一体化や民間への経営委託・民営
化では、非航空系部分も含めて、十分な民間経営ノウハウの活用が図れるとは
考えがたいケースも想定される。一方、速やかに、かつ、強制的に、上場企業も
含めた空港関連企業の廃止や差し替えを行うことは困難であり、また、公共財で
あり一定の独占性のある空港経営を、民間ベースにしていく上では、一定のトラ
イアルと透明なプロセスが必要とされる。

• このため、一部の空港を対象とした成功例作りと、現行の仕組みの中での透明
性向上・非航空系収入の実質的取入れ策、とを可能な限り同時並行的に進めて
いくことが望まれる。
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空港経営効率化のためのガバナンス構築

• 報告書続き：経営一体化、民間への経営委
託・民営化に関する取組み

• 空港関連企業と空港との経営一体化及び民間への経営委託（コンセッ
ション）ないし民営化については、平成22 年度から有識者による検討会
を立ち上げ、経営一体化等に向けた論点整理、ベストプラクティスの早
期展開等に関して検討を開始し、おおむね1 年程度を目処に結論を得る
。

• 地方自治体等の関係者との調整が整い、経営一体化等に向けた環境が
整備され次第、対応が可能な空港について先行的に経営の一体化等を
実施していく。
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視点 2：地域社会厚生向上のための地方空
港のあり方：統治システム
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地域社会厚生を向上するための空港統治システムと効果
の検証の必要性

1. 地方活性化の事例把握：分権・競争時代にお
ける空港を活用した企業・産業誘致、外国観
光客の誘致）地域企業や産業、人材、知識と
の連携、活用の差。

2. 地方活性化としての空港の活用（空港ガバナ
ンス）を促す制度の実証研究
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本研究の内容

• 視点１：国における空港整備・運営システムの評価
財務会計面から、空港整備特別会計の近年の実態およ
び効率性の計測を行う。

• 視点２A：地方における空港ガバナンス・システム評価１
地方空港の利用活性化に向けたアウトプットとしての
チャーター便誘致に着目し、ガバナンス構造との関連を
議論する。

• 視点２B：地方における空港ガバナンス・システム評価２
地方自治体が出資して関与する地方空港のターミナル
ビル会社に着目し、その収支状況とガバナンス構造との
関係を議論する。
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視点１：国における空港整備・運営システムの評価

• 空港整備事業の歴史的経緯
–国内ネットワーク＝＞国土の均衡ある発展＝
＞ネットワークの概成＝＞大都市空港の整備

• 空港整備特別会計の財務分析
–発生主義にもとづく財務報告書の作成

• 空港ガバナンス時代の財政報告書のあり
方
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空港整備特別会計の資産ストックの推移
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空港整備特別会計の負債残高の推移
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空港整備特別会計の資産に対する収益率
の推移
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空港マネジメントに必要な財務報告書がカ
バーすべき範囲
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視点２A：地方における空港ガバナ
ンス・システム評価１
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(目的) 地元が空港を活用しようとする努力の程度は、
ガバナンスの影響をうけているかを明らかにする。

ガバナンス：国の管理（第二種(A)空港）か否か

（特徴） 地域の努力の結果を示す代理変数として各
空港のチャーター便数の伸び率に着目した点

（方法） チャーター便数の対前年比伸び率を被説明
変数として、ガバナンス要因や政治要因などを説明
変数とした回帰分析を行う。
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【説明変数】

①ガバナンス要因 ・・・ 国管理 or 地方管理
②年度要因 ・・・ 15年度、16年度ダミー変数
③設備要因 ・・・ 滑走路の長さ
④政治要因 ・・・ 知事が何期目か、選挙年か
⑤観光の生産性要因 ・・・ 観光カリスマの数
⑥代替要因 ・・・ 国際定期便数の増減率

【被説明変数（努力の代理変数）】

①チャーター便数の対前年比伸び率
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三種空港ダミー
1.1096
(0.073)

1.0493
(0.036)

15年度ダミー
-0.7072
(0.263)

-0.5688
(0.343)

16年度ダミー
2.308
(0.000)

2.4301
(0.000)

2500m以上滑走路ダミー
0.3587
(0.538)

知事選挙年ダミー
0.4158
(0.471)

知事多選ダミー
0.4717
(0.464)

観光カリスマ
0.0012
(0.995)

定期便の増減率
-0.0403
(0.954)

定数項
-0.7928
(0.439)

-0.3692
(0.469)

R
補正 R
観測値数

0.2715
0.1978
99

0.2582
0.2347
99



結果の解釈

• すべての要因を説明変数とした場合には、三種空港ダミーと16年度ダ
ミーのみが有意となった。その他の要因はすべて10%でも有意とならな
かった。三種空港ダミーと年度ダミーのみでの回帰分析の結果では、三
種空港ダミーは5%で有意となり、その係数はプラスとなった。つまり、第
二種(B)空港または第三種空港の方が、第二種(A)空港よりもチャーター
便数の伸び率は大きいこという結果となった。＝＞地方公共団体が管理
する空港の方が、地元の努力インセンティブが促進され、有効な空港活
用につながる可能性。

• また、定期便の変化とは相関が見られなかったことから、チャーター便が
増加すると定期便に置き換えられるという代替は働いているとはいえな
い。チャーター便により開拓された国際航空需要が、定期便の開設につ
ながっているという仮説は支持されていないと言える。これは、定期便の
就航やその維持には、外国からの旅行客の需要だけでは難しいという状
況があると思われる。中国などの経済発展によっては将来の状況が変
化する可能性もあるが、現状では十分な背後地人口や産業立地(特に、
恒常的なビジネス客の利用)がないと、定期便の維持は難しいと思われ
る。
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• 動機：空港で重要な役割を占めるビルに関する分析が皆
無(データの制約）

• 問題の所在：わが国の全ての空港ビル会社は官民共同出
資による第3セクター （企業形態としては株式会社） ⇒経営の曖昧
性という問題点はあるのか？

• 本節の貢献と目的:データを独自入手し、初めての研究
第3セクター固有の「経営の曖昧性」を排した望ましいガバ
ナンスの有り方を提言するため、全国の空港ビル会社の
収支に影響を与える要因を、ガバナンス変数を交えて分
析
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視点２B：地方における空港ガバナンス・システム
評価２

地方活性化努力を促す空港ガバナンス（制度）のあり方：空
港ビル会社の経営成果に影響を与える要因分析



はじめに：空港を取り巻く課題

過剰な

空港建設

•旧空港整備特別会計の存在
•過大な需要予測

空港利用

の低迷

•地方空港の乱立、赤字経営
•景気低迷、新幹線などとの競合

航空行政に
対する批判

•空港の経営体質に対する疑問
• JAL破綻など国内航空会社の疲弊



わが国の空港整備・運営を取り巻く環境

わが国の空港維持整備スキーム



わが国の空港運営を取り巻く環境

わが国における空港運営の特異性

（成田・関西・中部を除いて上下分離）

•世界的にはエアサイド・ランドサイド一体での運営が
主流

安定経営のため、物販など非航空系収入
を重視する傾向

•世界的にも運休・減便・機材小型化などの要因にさ
れにくい非航空系収入増加に注力する傾向が顕著



先行研究（海外における実証分析）

Author Year Method Analysis
Oum, Yu and 
Fu

2003 TFP 世界主要空港の生産性分析

Vogel 2005 PFP,FRA,DEA 欧州主要空港の効率性分析

Oum, Adler 
and Yu

2006 VFA 世界主要空港の効率性分析

Barros and 
Dieke

2007
2008

DEA イタリア国内空港の効率性
分析

Oum, Yan and 
Yu

2008 Stochastic 
Frontier

世界主要空港の効率性分析

分析結果

１）民間セクター経営の空港の方が効率的である

２）航空系収入に依存する空港の方が生産性に劣る

３）より多くの商業収入からの恩恵を受ける大都市部の
空港の方が、より効率的である



先行研究（国内における実証分析）

Author Year Method Analysis
Yoshida and 
Fujimoto

2004 DEA 国内空港の効率性分析

Hanaoka 2004 DEA 国内空港の効率性分析

これまでの分析

ほとんどの空港において、財務情報が非公開である

ため、インプット・アウトプットとも経営指標を含まず、

旅客取扱量などの生産・技術的指標の分析にとどまる

本稿の特徴

財務情報を利用し、空港経営効率性を高める方策を、
ガバナンス制度の設計に着目し、分析する。＝＞空港
ビルに着目



本稿の目的
～効率的な空港ターミナルビル経営の実態～

空港ターミナルビル
→官民共同出資の第3セクター企業

コストの高止まりや低水準な
サービスに対する批判

空港ターミナルビル経営に お
けるガバナンスの欠如が原因



空港ビル会社を取り巻く経営環境と解決の方向

Background

•伸び悩む航空需要
•新幹線との競合

Issue

•空港利用客の低迷 ＝
空港ターミナルビル経営を圧迫

Solution

•経営の効率性、緊張感、自律性の追求（＝ガ
バナンス＆モニタリング）が必要不可欠



効率的な空港ターミナルビル経営のためには？

効率的な経営

＆

高い経営成果

モニタ
リング

ガバナ
ンス



本稿における分析（仮説＆分析モデル）

• 仮説
「空港ターミナルビル経営において、高い経営
成果をもたらす要因として、ガバナンスとそれを
サポートするモニタリングが不可欠である」

• 分析モデルyit = αi + βGovernanceit + γMonitoringit + λZit + ℰit  
   Governance≔  Lclgvt, Private, Shukko, Amakudari, Finleverage 

                Monitoring ≔  Finstate, Disclosure 

                        Z ≔  Control Factors  



本稿における分析（使用した変数）



本稿における分析（操作変数法）

• 天下り比率（ガバナンス要因）＝内生
変数である可能性に着目し、操作変
数法による分析を実施

• 操作変数の詳細



推計結果

• Hausman検定の結果、いずれも変量効果モデルを選択
• *は10%;**は5%;***は1%の有意水準で統計的に有意
• 括弧内は標準誤差を示す



推計結果の考察（ガバナンス要因）

•高コスト体質、非効率経営、官民癒着の温床
•プロパー職員の活躍、昇進の機会を奪うという弊害

天下り比率： －で有意

• 自治体間の利害対立激化や意思決定の煩雑化、および組織の統一感
醸成の弊害

出資地方公共団体数： －で有意

• 職員の企業経営に対する意識・責任感、組織に対する帰属心が希薄化

出向職員比率： －で有意

• 民間企業と同様の効率性、経営ノウハウが重要

民間出資比率： ＋で有意

•民間企業的マインドを持った積極的な経営姿勢が重要

財務レバレッジ： ＋で有意



推計結果の考察（モニタリング要因）

• 客観性、透明性の高い財務情報の提供
＝ ステイクホルダーに対する義務の

履行 ＝ コンプライアンスの徹底

財務諸表の確認状況ダミー： ＋で有意

情報公開ダミー： 有意な結果は得られず



推計結果の考察（その他の要因）

• 後背地人口が空港需要を大きく左右する

人口（基礎的要因）： ＋で有意

補助金（財政的要因）： 有意な結果は得られず

• 新幹線への旅客流出
→ 経営に対する緊張感と効率性が必要不可欠

新幹線競合ダミー（環境要因）： ＋で有意

• 安定した旅客利用実績 → 物販収入などへの貢献、収益基盤の
強化

• 航空会社の路線維持・増便へのインセンティブとなり経営安定にプ
ラス

主要路線搭乗率（市場要因）： ＋で有意



分析結果に基づく政策的含意

天下りの規制1

出向派遣の抑制2

出資地方自治体間での利害調整を
目的とした制度、機関、ガイドラインの整備3

経営の自律性、経営責任の明確化という
民間企業的思考の徹底→ ex) PFIの活用

4

１．ガバナンスの強化



分析結果に基づく政策的含意

公認会計士、監査法人による
財務諸表の監査・確認の徹底1

積極的な企業情報の開示を促す仕組み2

4

２．モニタリングの強化



分析結果に基づく政策的含意

人口減少および高齢化傾向、今後激化する新幹線との
競争を視野に入れた経営の緊張感、効率性追求1

空港ターミナルビル会社、関連地方公共団体、

航空会社など官民一体での観光振興や産業誘致など
需要創出の取組み →ex) 搭乗率保証制度（能登空港）2

空港（航空機）を利用する旅客の時間的・金銭的コスト
を軽減する取組み → ex)空港～市街地間のアクセス改善3

羽田でのコネクタビリティを改善し、地方に集客
→ ex)昼間の長距離国際線枠拡大、PSFC免除等4

３．その他：効率的な運営と利用拡大施策の
必要性



提言：空港ガバナンスの重要性
• ほぼ空港整備の時代が終わり、国主導の空港経営から、
地域主導の適切な空港ガバナンスの時代

• ネットワークの観点から空港間のコントロールが必要と言
われるが、自己責任のない制度による、有効活用に向け
たインセンティブの欠如も大きな問題であり、多様化した
地域ニーズを捉えることが必要となっている近年の成熟
化した時代においては、その問題が増幅してきている

• ネットワークの観点からのコントロールは、インセンティブ
の考慮とともに、直接的な所有ではなく、緩やかな間接
的な規制などで行うべきであろう。

• 今後の地方空港においては、曖昧な制度の排除による
明確性の実現・情報公開による情報の非対称性の排除
および監視システムの導入などを通じて、自己責任体質
を確立し、地域のインセンティブを高める制度設計の構
築が急務。
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